


情報通信は、「u一Japan政策」、「IT新改革戦略」が目指すユビキタスネット社会の形成

に向け、豊かなコミュニケーション環境の創造、企業活動の効率化 ・活性化および新た

なビジネス機会の創出に大きく貢献することが期待されている。また、その市場は通信

企業の合従連衡や、光化 ・IP化の急速な進展を背景とした固定・移動、放送 ・通信等の

サービスの融合、他業種との連携等、市場構造が急激に変化している。地域通信市場に

おいても、光アクセスサービスを中心としたブ回―ドバンドサービスの急速な拡大、ド

ライカッパや光 IPを利用した他社直収電話サービスによる競争など全面的なマーケッ

ト構造の転換と競争の本格化が進展している。

当社は、このような厳しくかつ激変する事業環境の中で、経営基盤の安定 ・強化を図

りつつ、今後とも良質かつ安定的なユニバーサルサービスの提供に努めるとともに、 |

P時代におけるリーディングカンパニーとして、安心・安全で信頼性の高い魅力的なサ
ービス・商品の提供に努め、社会の発展に寄与すべく取り組んでいく。これらに取り組

むことにより、現行法の枠組みの下で公正競争条件を確保しつつ、NT丁 グループ中期

経営戦略の推進の一翼を担い、多彩なサービスの提供を可能とする
“
より高速で快適

"、

“
安心 ・安全

"、“
いつでもどこでも何でもつながる

"次
世代ネットワークを構築し、世

の中への一層の貢献を目指していく。

平成 18年 度の事業経営にあたっては、この基本的な考え方に基づき、厳しい経営環

境の中、一層の経営の効率化に努めていくことはもとより、お客さまのご意見 ・ご要望

等への的確・迅速な対応に向けたサービスのワンストップ化・フロースルー化など、光・

IP時代に向けた業務運営体制の確立により、一層のお客さまサービスの向上に努めてい

く。その上でブロードバンド通信需要の拡大に積極的に対応し、光アクセスサービスお

よび光 IP電 話の本格的な展開、FMCや 通信 ・放送の融合への対応等、お客さまにと

って付加価値が高く使い勝手のよいサービスを提供していく。そして、これらの施策の

成果をお客様、地域社会、更には持株会社を通じてNTT株 主の皆様に還元できるよう

に努めるとともに、将来にわたって安定した事業の発展を期することとする。

平成 18年 度においては、以上の考え方に立ち、事業経営を行うが、その遂行にあた

っては経営環境の変化に柔軟に即応しつつ弾力的な事業運営に努めていくこととする。
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1.音声伝送サービス

(1)加入電話

加入電話については、移転を含め、すべての需要に即応することとしてお

り、平成 18年 度末の加入数は、約 2, 004万 加入となる見込みである。

項 目 計 画  数

増 訊醸 ▲ 262万 加入

移 転 484万 カロ入

(2)福祉電話

福祉社会の進展に伴い、電気通信サービスに対する福祉面での社会的要

請に応えるため、シルバーホン (あんしん、めいりょう、ひびき、ふれあ

い)等 の福祉関係商品について設置を推進することとする。

項 目 計 画 数

シ
ル
バ
ー
ホ
ン

あんしん 3百 個

めいりょう 1百 個
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(3)公衆電話

公衆電話については、戸外における最低限の通信手段の確保を図りつつ、

低利用の公衆電話について見直しを進めることとする。また、車いす利用者

用公衆電話ボックスを設置し、福祉の充実 ・サービスの向上に努める。

項 目 計 画  数

公衆電話 ▲ 9千 個

(4)総合ディジタル通信サービス

総合ディジタル通信サービスについては、平成 18年 度末の回線数は、 l

NSネ ット64が 約 3,021千 回線、 lNSネ ット1500が 約34千 回

線となる見込みである。

項 目 計 画  数

l N Sネ ット6 4 ▲477千 回線

INSネ ット1500 ▲0千 回線

-3-



2.データ伝送サービス

拡大するブロードバンドサービスの需要に対応し、光 IP電 話の本格提供な

ど、光サービスを中心に、アクセスサービスの普及、提供エリアの拡大及び多

様なサービスの提供に努めていく。

項 目 計 画  数

Bフ レッツ 150万 契約

3.専用サービス

専用サービスについては、平成 18年 度末の回線数は、一般専用サービスが

約 193千 回線、高速ディジタル伝送サービスが約 144千 回線となる見込み

である。

項 目 計 画  数

一般専用サービス ▲23千 回線

高速ディジタル伝送サービス ▲33千 回線

4.電報サービス

電報サービスについては、サービスの充実 ・業務の効率化を推進するため

のシステム維持等を実施する。
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5.電気通信施設の改良 ・高度化

(1)アクセス網の光化

アクセス網の光化については、拡大するブ回―ドバンドサービスの需要等

にあわせ、積極的に推進する。

項 目 計 画  数

加入者光ケーブル 250万 心 Km

(平成 18年 度末のカバー率は88%)

(2)通信網

通信網については、プロードバンドサービス需要等に対応しつつ、サー

ビスの高度化及びネットワークの経済化 ・効率化等を推進する。

(3)防災対策

防災対策については、電気通信設備の災害対策、緊急通信の確保対策、

大規模災害等を考慮した危機管理 ・復旧体制の強化及び災害発生後の情報

流通支援への取り組み等、必要な対策を推進する。

(4)通信線路の地中化

通信線路の地中化については、通信設備の信頼性の向上、安全で快適な

通行空間の確保、都市景観の向上等の観点から、行政、自治体、他企業と

の連携を図りつつ推進する。
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(5)施設整備

施設整備については、安定的かつ良好なサービスに向けて、ケーブルの

取替等を実施し、お客様サービスの維持並びに作業の安全、社会環境との

調和、通信システムの維持安定化を図る。

また、電気通信施設の改良 ・高度化にあたつては、既存設備の徹底活用

等によるコストの低廉化を推進する。

6.研究開発の推進

経営基盤の安定 ・強化を図り、高度情報通信ネットワーク社会の形成に対す

る社会的要請や急速に普及し多様化しているプロードバンド市場に対応する

ため、電気通信ネットワークの高度化を図るネットワークシステムやアクセスシステ

ムの研究開発を推進する。また、高度化された電気通信ネットワークを通して、お

客様が安全で便利な情報通信サービスを自由に選択できるように、各種通信端末

機器や情報流通系プラットフォーム等の研究開発についても推進する。

以上の主要サービス計画及び設備投資計画の概要は別表のとおりである。
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別表-1

平成1 8年度 主 要 サ ー ビス計 画

区 刀J 単 位 計  画

音声伝送サービス

加 入 電 話

増 設

移 転

福祉用電話 (シルバーホン)

公 衆 電 話

総合ディジタル通信サービス

INSネット64

1NSネット1500

データ伝送サービス

Bフレッツ

専 用 サ ー ビス

ー般専 用サービス

高速ディジタル伝送サービス

万加入

万加入

百個

千個

千回線

千回線

万契約

千回線

千回線

２

　

４

６

　

８

２

　

４

▲

5

▲

７

　

　

０

４７
　
▲

▲

150

▲

　

▲

23

33
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別表-2

平成1 8年度 設 備 投 資 計 画

(単位 :億円)

区 月J 所要見込額

サービスの拡充口改善

(1)音 送

(2)デ 送

(3)専

(2年 ) 報

2 設

共 通 施 設 等

△
H 計

(注)

3,880

2,570

400

900

10

40

180

4,100

(注)このうち、アクセス網の光化分は約1,900億 円である。
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別添-1

(添付資料)
平成1 8年度 収 支 計 画

(単位:億円)

区
“
Ｈ
■

月 金  額

益

　

営

収 の 部

業 収  益

音 声 伝 送 収 入

デ ー タ伝 送 収 入

専 用 収 入

電 報 収 入

そ の 他 の 営 業 収 入

営 業 外 収 益

計

用

　

営

費 の 部

業 費  用

業 務 運 営 費

租 税 公 課

減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

計

20,570

11,850

1,680

3,460

240

3,340

580

21,150

19,920

14,930

750

4,240

430

20,350

経 常 損 益 800
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丹J,恭-2

(添付資料)
平成18年度 資 金 計 画

(単位 :億円)

区 月J 金  額

資 金 収 入

営 業 的 収 入

営 業 収 入

営 業 外 収 入

資 本 的 収 入

長 期 借 入 金 及 び社 債

その 他 の 資 本 的 収 入

預 り 消 費 税

前年度よりの繰越金

計

資 金 支

営 業 的 支 出

営 業 支 出

営 業 外 支 出

資 本 的 支 出

設 備 投 資

そ の 他 の 資 本 的 支 出

決 算 支 出

仮 払 消 費 税

翌 年 度 へ の 繰 越 金

計

26,600

26,000

600

2,500

1,410

1,090

1,020

1,270

31,390

22,160

21,780

380

6,750

4,100

2,650

340

870

1,270

31,390
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平 成 1 8 年 3 月 1 日

東 日本電信電話株 式会社

平成18年 度 事業計画の概要

1.収 支計画 (単位:億円)

>

営業フリーキャッシュフロー 1,120 1,470 ▲ 350

2.主 要サービス計画 (年度末施設数)

項 目 単位 H18 H17 増減

Ｉ
Ｐ
系

サ
ー

ビ

ス

Bフ レッツ 万契約 339 189 150

フレッツ・ADSL 万契約 293 303 ▲ 10

加入電話+ISDN

(再)加入電話

万加入

万加入

2,341

2,004

１

　

　

　

６

５

　
　

　

６

６

　
　

　

２

２

　

　

　

２

０

　

　

２

１

　

　

６

３

　

　

２

▲

　

▲

専

　

　

用

一般専用サービス 千回線 193 215 ▲ 23

高速ディジタル伝送サービス 千回線 144 177 ▲ 33

(注)iSDNについては、INSネット64とlNSネット1500の合算値。lNSネット1500はチヤネル数、伝送速度、回線使用料(基本料)

いずれについてもlNSネット64の10倍程度であることから、lNSネット1500の1契約をINSネット64の10倍に換算している。

(INSネット64・ライトを含む)

項 目 H18 H17 増減額

総  収   益

(再)音声伝送収入cP系除く)

(再)IP系収入

(再)専用収入dP系除く)

21,150

11,560

3 , 6 1 0

1 . 8 1 0

21,570

12,710

2,810

1,830

▲ 420

▲ 1,150

800

▲ 20

費  用

(再)人件費

(再)物件費

(再)減価償却費

20,350

1,430

13,000

4,240

20,770

1,610

12,340

4,560

▲ 420

▲ 180

160

▲ 320

経 常 利 益 800 800 0

<参 考 >

H16
増減額
H17-Hl〔

22,419

1 4 , 0 1 4

2 , 1 1 3

2,087

▲ 849

▲ 1,304

696

▲ 257

21,443

2,065

12,753

4,698

▲ 673

▲ 455

86

▲ 138

976 ▲ 176



3,設 備投資計画 (単位:億円)

(再)アクセス網光化投資 約 1,900 約 1,800 約 100

(注)H17の数値は業績見込値。

4.電 気通信施設の改良・高度化関連主要工程

項 目 H18 H17 増減額

サービスの拡充・改善

(再)音声伝送

(再)データ伝送

(再)専  用

(再)電  報

3,880

2,570

400

900

10

3,980

2,570

500

900

10

100

0

100

0

0

研究施設 40 40 0

共通施設等 180 180 0

合    計 4,100 4,200 ▲ 100

項 目 H18 H17 増減

加入者光ケーブル 250死デ′bkm 190アルいkm 60万 心km

光カバー率(年度末) 88% 85% +3ホ°イント




